
・要配慮者利用施設
※
、避難所

※
、防災拠点

※
が土砂災害特別警戒区域に存在する箇所については、令和10年までに施設整備に着手し、令和

　２０年までに完了を目指します。
・岐阜県砂防関係施設長寿命化計画に記載した劣化損傷がみられる砂防関係施設については、令和10年度までに短期年次計画に位置付け
　た優先順位に基づき補修・改築を行います。
・避難の実効性を高めるため、住民の集まる避難所・公民館などのある箇所に土砂災害警戒区域看板を、令和10年までに設置します。

土砂災害警戒情報等の提供

危険な箇所の明確化・周知

がけ崩れ対策

警戒避難体制の整備

開発抑制、

土地利用の誘導

地すべり対策

砂防えん堤

リアルタイム

雨量情報

ハード対策

ソフト対策

土砂・洪水氾濫対策

砂防関係施設の

長寿命化

４.ハード・ソフト対策の連携とＫＰＩ ＫＰＩ（重要業績評価指標）

※市町村地域防災計画に記載のある施設

ハード・ソフト対策の連携
（箇所）

174

R10

11箇所

土砂災害から保全される人家戸数

（千戸）

R10R5

0 381

砂防関係施設長寿命化計画に基づく

施設の補修・改築の完了数

要配慮者利用施設 ・ 避難所 ・ 防災拠点を含む

土砂災害特別警戒区域の施設整備の着手数・完了数

R5

163箇所

163

（箇所）

R10R5

0

1,451

土砂災害警戒区域看板の設置数
R10

約1,800

※市町村が同意し、土砂災害警戒区域内に避難所もしくは公民館等の集会場がある区域

261箇所

23.8

R5
R10

24.8

23.8千戸 約1千戸

0

0

R5

1,451基 約350基
（基）

※土砂災害警戒区域内の人家戸数：約15万戸（令和５年３月現在）

120箇所

261

完了数

1271120

（箇所）

15箇所

112箇所

※砂防関係施設数：3,836施設（令和５年３月現在）

着手数

※県が事業主体となる箇所

174

47箇所

R20

※県が事業主体となる箇所

1413


